
規 則

�愛媛県規則第３０号
愛媛県県立自然公園条例施行規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県立自然公園条例施行規則等の一部を改正する規則

（愛媛県県立自然公園条例施行規則の一部改正）

第１条 愛媛県県立自然公園条例施行規則（昭和３４年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県
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○ 道路の供用開始（県道松山北条線）…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…４６７

○ 道路の供用開始（県道中山伊予線）…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…４６８

○ 道路の供用開始（県道串中山線）……………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…４６８

○ 土地改良区連合役員の就退任の届出……………………………………………………………………………………………………（南予地方局農村整備課）…４６８

○ 土地改良区の定款変更の認可（３件）…………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…４６８

○ 道路の供用開始（県道小田河辺大洲線）…………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）…４６８

○ パーキングチケット発給手数料の収納事務の委託（２件）…………………………………………………………………………………（警察本部会計課）…４６９

公 告

○ 特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請の公告………………………………………………………………………………（男女参画・県民協働課）…４６９

改 正 後 改 正 前

（特別地域内における許可又は届出を要しない行為）

第１７条 条例第２１条第９項第４号に規定する知事が定める行為は、

次に掲げるものとする。

�～� 省略

�の２ 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第３条第２項に規定す

る河川管理施設（樹林帯を除く。）、砂防法（明治３０年法律第

２９号）第１条に規定する砂防設備、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第４１条第１項若しくは第３項の規定により行う保安施

設事業に係る施設、海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第２条第

１項に規定する海岸保全施設（堤防又は胸壁にあつては、当該

施設と一体的に設置された樹林を除く。）、地すべり等防止法

（昭和３３年法律第３０号）第２条第３項に規定する地すべり防止

施設又は急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和

（特別地域内における許可又は届出を要しない行為）

第１７条 条例第２１条第９項第４号に規定する知事が定める行為は、

次に掲げるものとする。

�～� 省略

�の２ 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第３条第２項に規定す

る河川管理施設（樹林帯を除く。）、砂防法（明治３０年法律第

２９号）第１条に規定する砂防設備、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第４１条第１項若しくは第３項の規定により行う保安施

設事業に係る施設、海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第２条第

１項に規定する海岸保全施設

、地すべり等防止法

（昭和３３年法律第３０号）第２条第３項に規定する地すべり防止

施設又は急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和

毎週（火・金）曜日発行 第２６６４号 平成２７年４月１７日
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（愛媛県自然環境保全条例施行規則の一部改正）

第２条 愛媛県自然環境保全条例施行規則（昭和４９年愛媛県規則第４６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県自然海浜保全条例施行規則の一部改正）

第３条 愛媛県自然海浜保全条例施行規則（昭和５５年愛媛県規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例施行規則の一部改正）

第４条 愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例施行規則（平成２０年愛媛県規則第５５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

４４年法律第５７号）第２条第２項に規定する急傾斜地崩壊防止施

設を改築し、又は増築すること。

�の３～� 省略

４４年法律第５７号）第２条第２項に規定する急傾斜地崩壊防止施

設を改築し、又は増築すること。

�の３～� 省略

改 正 後 改 正 前

（特別地区内の行為の許可基準）

第１５条 条例第２１条第６項の規則で定める基準は、次の各号に掲げ

る行為の区分に従い、当該各号に定めるとおりとする。

� 建築物その他の工作物（以下「工作物」という。）を新築す

ること。

ア・イ 省略

ウ 次に掲げる工作物

当該新築の方法並びに当該工作物の規模及び形態が、新築

の行われる土地及びその周辺の土地の区域における自然環境

の保全に支障を及ぼすおそれが少ないこと。

� 省略

� 海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第２条第１項に規定す

る海岸保全施設（堤防又は胸壁にあつては、当該施設と一

体的に設置された樹林を除く。第１７条において同じ。）そ

の他の海水の浸入又は海水による浸食を防止するための施

設

� 省略

� 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第３条第１項に規定す

る河川その他の公共の用に供する水路又はこれらを管理す

るための施設（樹林帯を除く。）

�～�ム 省略

エ・オ 省略

�～� 省略

（特別地区内の行為の許可基準）

第１５条 条例第２１条第６項の規則で定める基準は、次の各号に掲げ

る行為の区分に従い、当該各号に定めるとおりとする。

� 建築物その他の工作物（以下「工作物」という。）を新築す

ること。

ア・イ 省略

ウ 次に掲げる工作物

当該新築の方法並びに当該工作物の規模及び形態が、新築

の行われる土地及びその周辺の土地の区域における自然環境

の保全に支障を及ぼすおそれが少ないこと。

� 省略

� 海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第２条第１項に規定す

る海岸保全施設

そ

の他の海水の浸入又は海水による浸食を防止するための施

設

� 省略

� 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第３条第１項に規定す

る河川その他の公共の用に供する水路又はこれらを管理す

るための施設

�～�ム 省略

エ・オ 省略

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

（届出等の対象とならない行為）

第７条 条例第５条第４項第１号に規定する規則で定める行為は、

次 に掲げるものとする。

� 海岸法に規定する海岸保全施設（堤防又は胸壁にあつては、

当該施設と一体的に設置された樹林を除く。）に関する工事に

係る行為

�・� 省略

２ 省略

（届出等の対象とならない行為）

第７条 条例第５条第４項第１号に規定する規則で定める行為は、

次の各号に掲げるものとする。

� 海岸法に規定する海岸保全施設

に関する工事に

係る行為

�・� 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（特定希少野生動植物保護区における許可を要しない行為） （特定希少野生動植物保護区における許可を要しない行為）

愛 媛 県 報平成２７年４月１７日 第２６６４号

４５７



告 示

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第４８４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

スーパードラッグコスモ
ス東予店

西条市周布６１３番地
１ 外 大規模小売店舗を設置する者

株式会社コスモス薬
品
代表取締役
宇野 正晃
福岡県福岡市博多区
博多駅東二丁目１０番
１号

ＪＡ三井リース建物
株式会社
代表取締役
春原 博
東京都品川区東五反
田二丁目１０番２号

平成２０年
３月７日

平成２７年
４月１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

第１３条 条例第２０条第６項第２号の規則で定める行為は、次に掲げ

るものとする。

� 工作物を新築し、改築し、又は増築することであって次に掲

げるもの

ア 省略

イ 砂防法（明治３０年法律第２９号）第１条に規定する砂防設

備、海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第２条第１項に規定す

る海岸保全施設（堤防又は胸壁にあっては、当該施設と一体

的 に 設 置 さ れ た 樹 林 を 除 く。第２３条 第１項 に お い て 同

じ。）、地すべり等防止法第２条第３項に規定する地すべり

防止施設、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

（昭和４４年法律第５７号）第２条第２項に規定する急傾斜地崩

壊防止施設又は雪崩の防止のための施設を改築し、又は増築

すること。

ウ 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第３条第２項に規定する

河川管理施設（樹林帯を除く。第２３条第１項において同

じ。）を改築し、若しくは増築すること又は河川を局部的に

改良することであって河川の現状に著しい変更を及ぼさない

もの

エ～ヤ 省略

�～� 省略

第１３条 条例第２０条第６項第２号の規則で定める行為は、次に掲げ

るものとする。

� 工作物を新築し、改築し、又は増築することであって次に掲

げるもの

ア 省略

イ 砂防法（明治３０年法律第２９号）第１条に規定する砂防設

備、海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第２条第１項に規定す

る海岸保全施設

、地すべり等防止法第２条第３項に規定する地すべり

防止施設、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

（昭和４４年法律第５７号）第２条第２項に規定する急傾斜地崩

壊防止施設又は雪崩の防止のための施設を改築し、又は増築

すること。

ウ 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第３条第２項に規定する

河川管理施設

を改築し、若しくは増築すること又は河川を局部的に

改良することであって河川の現状に著しい変更を及ぼさない

もの

エ～ヤ 省略

�～� 省略

愛 媛 県 報平成２７年４月１７日 第２６６４号
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�愛媛県告示第４８５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに愛南町役場において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ドラッグコスモス愛南店 南宇和郡愛南町御荘
平城３９９１番１ 外 大規模小売店舗を設置する者

株式会社コスモス薬
品
代表取締役
宇野 正晃
福岡県福岡市博多区
博多駅東二丁目１０番
１号

ＪＡ三井リース建物
株式会社
代表取締役
春原 博
東京都品川区東五反
田二丁目１０番２号

平成２３年
１１月１７日

平成２７年
４月１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに愛南町役場において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４８６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ＤＣＭダイキ新居浜店 新居浜市瀬戸町甲４０
７５番地 大規模小売店舗の名称 ダイキｏｎｅ新居浜 ＤＣＭダイキ新居浜

店
平成２７年
３月１日

平成２７年
４月１日

大規模小売店舗を設置する者
の名称 ダイキ株式会社 ＤＣＭダイキ株式会

社

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称

西の土居ショッピングセ
ンター

新居浜市西の土居１
丁目１５３番地 外

大規模小売店舗を設置する者
の名称

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

愛 媛 県 報平成２７年４月１７日 第２６６４号
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イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４８７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ＤＣＭダイキ西条店 西条市朔日市７９６番
１ 大規模小売店舗の名称 ダイキ西条店 ＤＣＭダイキ西条店 平成２７年

３月１日
平成２７年
４月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称 ダイキ株式会社 ＤＣＭダイキ株式会

社

ＤＣＭダイキ周桑店 西条市周布７５０番地
１ 外 大規模小売店舗の名称 ダイキ周桑店 ＤＣＭダイキ周桑店

大規模小売店舗を設置する者
の名称 ダイキ株式会社 ＤＣＭダイキ株式会

社

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称

マルナカ壬生川店 西条市北条１５９４ 外 大規模小売店舗を設置する者
の名称

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４８８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ＤＣＭダイキ北条店 松山市北条辻４１０番
１ 外 大規模小売店舗の名称 ダイキ北条店 ＤＣＭダイキ北条店 平成２７年

３月１日
平成２７年
４月１日

大規模小売店舗を設置する者
の名称 ダイキ株式会社 ＤＣＭダイキ株式会

社

愛 媛 県 報平成２７年４月１７日 第２６６４号
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大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称

ＤＣＭダイキ美沢店 松山市美沢一丁目９
番３３号 大規模小売店舗の名称 ダイキＥＸ美沢 ＤＣＭダイキ美沢店

大規模小売店舗を設置する者
の名称 ダイキ株式会社 ＤＣＭダイキ株式会

社

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称

ＤＣＭダイキ朝生田店 松山市朝生田町５４０
－１ 外 大規模小売店舗の名称 ダイキナーサリー朝

生田店
ＤＣＭダイキ朝生田
店

大規模小売店舗を設置する者
の名称 ダイキ株式会社 ＤＣＭダイキ株式会

社

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称

平田ショッピングセンタ
ー敷地Ａ

松山市平田町１６２番
地１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称

藤原ショッピングセンタ
ー

松山市藤原二丁目８
番１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の名称

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４８９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに東温市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジグラン重信・ＤＣＭ
ダイキ重信店

東温市野田３丁目１
番１３号 外 大規模小売店舗の名称 フジグラン重信・ダ

イキＥＸ重信
フジグラン重信・Ｄ
ＣＭダイキ重信店

平成２７年
３月１日

平成２７年
４月１日

大規模小売店舗を設置する者
の名称 ダイキ株式会社 ＤＣＭダイキ株式会

社

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに東温市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

愛 媛 県 報平成２７年４月１７日 第２６６４号
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ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４９０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松前町役場において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

エミフルＭＡＳＡＫＩ－
Ｂ

伊予郡松前町東古泉
東浦６７６番地１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称 ダイキ株式会社 ＤＣＭダイキ株式会

社
平成２７年
３月１日

平成２７年
４月１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松前町役場において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４９１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに砥部町役場において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

リバーサイドショッピン
グセンター

伊予郡砥部町拾町２０
番地 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称 ダイキ株式会社 ＤＣＭダイキ株式会

社
平成２７年
３月１日

平成２７年
４月１日

ＤＣＭダイキ宮内店・ス
ーパー田中

伊予郡砥部町宮内１０
３１番１号 外 大規模小売店舗の名称 ダイキ宮内店・スー

パー田中
ＤＣＭダイキ宮内店・
スーパー田中

大規模小売店舗を設置する者
の名称 ダイキ株式会社 ＤＣＭダイキ株式会

社

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに砥部町役場において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

愛 媛 県 報平成２７年４月１７日 第２６６４号
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ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４９２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜支局商工観光室並びに大洲市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ＤＣＭダイキ大洲店 大洲市東大洲１２２０番
６ 大規模小売店舗の名称 ダイキ東大洲店 ＤＣＭダイキ大洲店 平成２７年

３月１日
平成２７年
４月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称 ダイキ株式会社 ＤＣＭダイキ株式会

社

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜

支局商工観光室並びに大洲市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４９３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜支局商工観光室並びに西予市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ＤＣＭダイキ宇和店 西予市宇和町卯之町
４丁目５１８番３ 外 大規模小売店舗の名称 ダイキ宇和店 ＤＣＭダイキ宇和店 平成２７年

３月１日
平成２７年
４月１日

大規模小売店舗を設置する者
の名称 ダイキ株式会社 ＤＣＭダイキ株式会

社

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜

愛 媛 県 報平成２７年４月１７日 第２６６４号
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支局商工観光室並びに西予市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４９４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ＤＣＭダイキ宇和島南店 宇和島市保田字宮ノ
段甲６７２番地 外 大規模小売店舗の名称 ダイキ宇和島南店 ＤＣＭダイキ宇和島

南店
平成２７年
３月１日

平成２７年
４月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称 ダイキ株式会社 ＤＣＭダイキ株式会

社

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４９５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

ユニクロ宇和島店・西松
屋宇和島店・シュープラ
ザ宇和島店

宇和島市祝森甲１６７２
－１ 外 駐輪場の位置 ３箇所 ３箇所 平成２７年

４月２４日
平成２７年
４月７日

荷さばき施設の位置 ３箇所 ３箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振

愛 媛 県 報平成２７年４月１７日 第２６６４号

４６４



��������������

�������
�愛媛県告示第４９７号
漁業災害補償法（昭和３９年法律第１５８号）第１１８条第３項の規定に

より、一定の水域を次のように定める。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ １年貝真珠養殖業又は２年貝真珠養殖業

加入区の名称 区 域

伊予灘第１１加入区 伊区第１２号漁業権漁場の区域

２ 小割り式１年魚はまち養殖業、小割り式２年魚はまち養殖業、

小割り式３年魚はまち養殖業、小割り式１年魚たい養殖業、小割

り式２年魚たい養殖業、小割り式３年魚たい養殖業、小割り式２

年魚ふぐ養殖業、小割り式３年魚ふぐ養殖業、小割り式１年魚か

んぱち養殖業、小割り式２年魚かんぱち養殖業、小割り式３年魚

かんぱち養殖業、小割り式ひらめ養殖業、小割り式１年魚すずき

養殖業、小割り式２年魚すずき養殖業、小割り式３年魚すずき養

殖業、小割り式２年魚ひらまさ養殖業、小割り式３年魚ひらまさ

養殖業、小割り式まあじ養殖業、小割り式１年魚しまあじ養殖業、

小割り式２年魚しまあじ養殖業、小割り式３年魚しまあじ養殖業、

小割り式２年魚まはた養殖業、小割り式３年魚まはた養殖業、小

割り式４年魚まはた養殖業、小割り式５年魚まはた養殖業、小割

り式まさば養殖業、小割り式２年魚めばる養殖業、小割り式３年

魚めばる養殖業、小割り式４年魚めばる養殖業又は小割り式かわ

はぎ養殖業

興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４９６号
加入区の設定及び廃止（養殖共済）（平成２６年４月愛媛県告示第４０５号）の一部を次のように改正する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

３ 小割り式１年魚はまち養殖業、小割り式２年魚はまち養殖業、

小割り式３年魚はまち養殖業、小割り式１年魚たい養殖業、小割

り式２年魚たい養殖業、小割り式３年魚たい養殖業、小割り式２

年魚ふぐ養殖業、小割り式３年魚ふぐ養殖業、小割り式１年魚か

んぱち養殖業、小割り式２年魚かんぱち養殖業、小割り式３年魚

かんぱち養殖業、小割り式ひらめ養殖業、小割り式１年魚すずき

養殖業、小割り式２年魚すずき養殖業、小割り式３年魚すずき養

殖業、小割り式２年魚ひらまさ養殖業、小割り式３年魚ひらまさ

養殖業、小割り式まあじ養殖業、小割り式１年魚しまあじ養殖

業、小割り式２年魚しまあじ養殖業、小割り式３年魚しまあじ養

殖業、小割り式２年魚まはた養殖業、小割り式３年魚まはた養殖

業、小割り式４年魚まはた養殖業、小割り式５年魚まはた養殖

業、小割り式まさば養殖業、小割り式２年魚めばる養殖業、小割

り式３年魚めばる養殖業、小割り式４年魚めばる養殖業又は小割

り式かわはぎ養殖業

３ 小割り式１年魚はまち養殖業、小割り式２年魚はまち養殖業、

小割り式３年魚はまち養殖業、小割り式１年魚たい養殖業、小割

り式２年魚たい養殖業、小割り式３年魚たい養殖業、小割り式２

年魚ふぐ養殖業、小割り式３年魚ふぐ養殖業、小割り式１年魚か

んぱち養殖業、小割り式２年魚かんぱち養殖業、小割り式３年魚

かんぱち養殖業、小割り式ひらめ養殖業、小割り式１年魚すずき

養殖業、小割り式２年魚すずき養殖業、小割り式３年魚すずき養

殖業、小割り式２年魚ひらまさ養殖業、小割り式３年魚ひらまさ

養殖業、小割り式まあじ養殖業、小割り式１年魚しまあじ養殖

業、小割り式２年魚しまあじ養殖業、小割り式３年魚しまあじ養

殖業、小割り式２年魚まはた養殖業、小割り式３年魚まはた養殖

業、小割り式４年魚まはた養殖業

、小割り式まさば養殖業、小割り式２年魚めばる養殖業、小割

り式３年魚めばる養殖業、小割り式４年魚めばる養殖業又は小割

り式かわはぎ養殖業

省略 省略

４ 小割り式２年魚くろまぐろ養殖業、小割り式３年魚くろまぐろ

養殖業、小割り式４年魚くろまぐろ養殖業又は小割り式５年魚く

ろまぐろ養殖業

４ 小割り式２年魚くろまぐろ養殖業、小割り式３年魚くろまぐろ

養殖業又は小割り式４年魚くろまぐろ養殖業

省略 省略

愛 媛 県 報平成２７年４月１７日 第２６６４号
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加入区の名称 区 域

宇和海第１５９加入区 宇特区第２９８号漁業権漁場の区域

宇和海第１６０加入区 宇特区第２９９号漁業権漁場の区域

３ 小割り式２年魚くろまぐろ養殖業、小割り式３年魚くろまぐろ

養殖業、小割り式４年魚くろまぐろ養殖業又は小割り式５年魚く

ろまぐろ養殖業

加入区の名称 区 域

宇和海第１８加入区 宇特区第３００号漁業権漁場の区域

�������
�愛媛県告示第４９８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

今治市蒼社川土地改良区から次のとおり役員が就任した旨の届出が

あった。

平成２７年４月１７日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

就 任

�������
�愛媛県告示第４９９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市阿島土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２７年４月１７日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第５００号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市洪水土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２７年４月１７日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第５０１号
西条市小松町第五土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（ほ場整備・徳重地区）の施行は、適当と認められるので、

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用す

る同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供

する。

平成２７年４月１７日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（ほ場整備・徳重地区）計画書の写し

� 西条市小松町第五土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２７年４月２０日から５月２１日まで

３ 縦覧場所

西条市役所本庁、東予総合支所及び小松総合支所

�������
�愛媛県告示第５０２号
四国中央市三島土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良

事業（かんがい排水・西浜地区）の施行は、適当と認められるので、

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用す

る同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供

する。

平成２７年４月１７日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 本 賢 二 今治市徳重２５９番地４

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 下 正 光 新居浜市荷内町１１－１８

〃 真 鍋 勝 幸 新居浜市多喜浜五丁目３－３４

〃 寺 尾 俊 行 新居浜市阿島三丁目１－４９

〃 伊 藤 一 男 新居浜市荷内町１０－３６

〃 岡 田 洋 郷 新居浜市阿島二丁目１－６４

〃 小 野 一 宏 新居浜市阿島四丁目１４－２３

〃 佐々木 義 克 新居浜市阿島四丁目１－１２

〃 白 石 俊 二 新居浜市阿島三丁目４－２０

監 事 井 下 慎 司 新居浜市荷内町７－３３

〃 猪 川 勝 博 新居浜市阿島二丁目１２－１１

〃 加 藤 譲 新居浜市阿島二丁目９－３６

〃 伊 藤 一 男 新居浜市荷内町１０－３６

〃 妻 鳥 安 博 新居浜市阿島三丁目２－３

〃 寺 尾 俊 行 新居浜市阿島三丁目１－４９

〃 岡 田 洋 郷 新居浜市阿島二丁目１－６４

〃 小 野 一 宏 新居浜市阿島四丁目１４－２３

〃 佐々木 義 克 新居浜市阿島四丁目１－１２

監 事 井 下 慎 司 新居浜市荷内町７－３３

〃 猪 川 勝 博 新居浜市阿島二丁目１２－１１

〃 加 藤 譲 新居浜市阿島二丁目９－３６

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 鈴 木 邦 宣 新居浜市星原町９－１１

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 鴻 上 公 俊 新居浜市上泉町６－２５

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 下 正 光 新居浜市荷内町１１－１８

〃 真 鍋 勝 幸 新居浜市多喜浜五丁目３－３４

愛 媛 県 報平成２７年４月１７日 第２６６４号
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１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（かんがい排水・西浜地区）計画書の写し

� 四国中央市三島土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２７年４月２０日から５月２１日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所本庁

�������
�愛媛県告示第５０４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松山市朝生田町土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２７年４月１７日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第５０３号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５０５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２１）第１６６５４号 平成２２年
３月１６日 �キャンバス �丸 博司 今治市宮窪町宮窪４１９５－

３
平成２７年
３月１３日

土木工事業、建築工事業
大工工事業
とび・土工工事業
石工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
鋼構造物工事業
造園工事業

建設業の廃止

（般－２２）第１６７０３号 平成２２年
６月２９日 �日晴建設 日野 裕二 新居浜市上原３－１－６８ 平成２７年

３月２６日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２２）第６６０８号 平成２２年
１０月５日 薦田建設� 薦田 博孝 新居浜市宮原町２－１７ 平成２７年

３月３０日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２５）第１５４４２号 平成２５年
１０月２８日 �山中鉄筋工業 山中 勇 西条市大町９５５－９ 平成２７年

３月３０日 とび・土工工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２５）第１５４６２号 平成２５年
１１月２６日 �セイフティー東予 加藤 晶子 新居浜市松の木町１－１４ 平成２７年

３月３１日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 砥部伊予松山線
伊予郡砥部町七折６３３番１地先から

同町七折６２７番１地先まで

旧 ５．４～９．５ ０．１８３

新 １２．２～５６．８ ０．１６５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山北条線
松山市下伊台町１７２５番１９から

同町１６８７番５まで
平成２７年４月１７日

愛 媛 県 報平成２７年４月１７日 第２６６４号
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�愛媛県告示第５０９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第１８条第１６項の規定により、南予用水土地改良区連合から次のと

おり役員が就任した旨の届出があった。

平成２７年４月１７日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

就 任

�������
�愛媛県告示第５１０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

吉田町土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２７年４月１７日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

�������
�愛媛県告示第５１１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

三間土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２７年４月１７日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

�������
�愛媛県告示第５１２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

伊方町土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２７年４月１７日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

�愛媛県告示第５０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 中山伊予線
伊予市平岡字ハノラ谷２８６番６から

同字２８６番７まで
平成２７年４月１７日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 串中山線
伊予市中山町中山戊５５９番３から

同町中山１１号３９２番２まで
平成２７年４月１７日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 西 村 守 宇和島市三浦西３２２３番地

監 事 水 谷 義 弘 宇和島市吉田町南君３０５３番地１－１－
２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
大洲市肱川町山鳥坂２２１９番から

同町山鳥坂２２１５番まで
平成２７年４月１７日

愛 媛 県 報平成２７年４月１７日 第２６６４号
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公 告

�愛媛県告示第５１４号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の規定によりパ－キングチケット発給手数料の収納事務を次のとおり委託した。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５１５号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の規定によりパ－キングチケット発給手数料の収納事務を次のとおり委託した。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２７年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

受託者名称 受託者の主たる事務所の所在地 委託した事務の範囲及び内容 委 託 期 間

一般社団法人 愛媛県交通安全協会 愛媛県松山市勝岡町１１６３番地７ パ－キングチケット発給設備（松山東警
察署管内）からの手数料の収納の事務

平成２７年４月１日から

平成２８年３月３１日まで

受託者名称 受託者の主たる事務所の所在地 委託した事務の範囲及び内容 委 託 期 間

一般社団法人 愛媛県交通安全協会 愛媛県松山市勝岡町１１６３番地７ パ－キングチケット発給設備（今治警察
署管内）からの手数料の収納の事務

平成２７年４月１日から

平成２８年３月３１日まで

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２７年４月６日 特定非営利活動法人
日本ケアドッグ協会 佐 賀 栄 松山市安城寺町５４２番地１ この法人は、セラピードッグ・災害救助犬およ

びハンドラー、補助犬の育成事業を行う。育成
したセラピードッグやハンドラーによる老人福
祉施設・教育施設・養護施設への訪問活動を行
い、犬とのふれあいを通じて命の大切さやぬく
もりを伝えることで、子どもたちの情操教育、
高齢者や障害を持つ方の心のケアなどの福祉活
動事業、また災害救助犬を育成し災害救援活動
の推進を図ることで、地域社会への貢献に寄与
することを目的とする。

平成２７年４月１７日 発行

愛 媛 県 報平成２７年４月１７日 第２６６４号
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